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北九州市の防災計画

危機管理基本指針

ア 策定目的

北九州市危機管理基本指針（以下、「基本指針」という。）の策定目的は以下のとおりで

ある。 

第 1 章 総則 

第１ 目的 

地方自治体における危機管理の対応の範囲は、自然災害に加え社会的、人為的

な事象へと広がってきており、より幅広い対応が求められている。 

このため、市は各局・区・室が一体となって想定される危機の発生防止に努め、危

機が発生したときには迅速に対応して被害の防止や軽減を図り、市民の安全と安心

を確保することを目的として、「北九州市危機管理基本指針」を定める。 

出所：基本指針 

イ 「危機」及び「危機管理」の定義

市では「危機」を以下のように定義している。 

第 1 章 総則 

（中略） 

第２ 危機の定義 

基本指針における「危機」とは、「市民の生命、身体及び財産に重大な被害が生

じ、又は生じるおそれのある切迫した事態」をいう。 

出所：基本指針 

次に、市では「危機管理」を以下のように定義している。 

第 1 章 総則 

（中略） 

第３ 危機管理の定義 

基本指針における「危機管理」とは、危機の未然防止と危機が発生したときの被害

（損失）を最小限に止めるための取組みである。 

具体的には、危機の予測・予知に基づく事前対策、危機発生のおそれがあるとき

の危機の未然防止・回避又は危機が発生したときの被害の最小化・拡大防止のため

の応急対策、危機収束後の復旧・復興対策及び再発防止対策の３つの対策をいう。 

出所：基本指針 

市では、地域防災計画において、災害予防計画、災害応急対策計画、及び災害復旧・

復興計画を策定することにより、市の危機管理を行っている。 
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ウ 基本指針の位置付け

市で作成している基本指針の位置付けは以下のとおりである。 

第 1 章 総則 

（中略） 

第４ 基本指針の位置付け 

基本指針は、本市における危機管理を確立するため、危機管理に関して統一的

な組織・体制や対応要領を示し、組織的かつ的確に危機管理体制を推進するため

に本市が自ら定めた方針である。 

各局・区・室が、法令等に基づいて作成する危機管理のための事前計画・マニュ

アル等は、基本指針を踏まえて作成する。 

また、既に作成されている個別計画については、今後、基本指針を踏まえ、見直し 

や修正を図るものとする。 

出所：基本指針 

市の基本指針は、危機管理に関する統一的な方針を定めたものであり、防災に関する

計画である地域防災計画は、災害対策基本法に準拠し作成され、基本指針に基づいて

適宜見直しや修正が行われる。 

防災に関する計画以外の危機管理に関する計画についても同様に、各根拠法令に準

拠しながら、基本指針を通じて作成されている。 
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【基本指針の位置付け】 

出所：基本指針 
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エ 危機の特性を想定した危機管理

危機の具体的な事案は、法律等に定められる自然災害、大規模事故、外部からの武力

事態及びテロ災害による緊急対処事態等があるが、基本指針においては、法律体系とは

別に、危機発生時の事態（原因）の把握状況と被害・被災地域の関係から以下の４つにカ

テゴリー分類している。市は、危機を４つに分類することにより、あらゆる危機の特性や対

策を想定し、迅速な対応を図っている。 

危機は、まず被害・被災地域が特定的であるか、広域又は不特定的であるかにより分

類される。次に、発生した危機の事態あるいは原因が把握可能なものであるか、把握不可

能なものであるかによって分類される。危機の４分類をまとめたものが、以下の表である。 

【危機の４分類】 

出所：基本指針 

市は、自然災害や大規模事故といったカテゴリー１及び２のみではなく、社会に大きな

影響を及ぼす事件・事故や感染症等のカテゴリー３及び４についても、危機管理の対象と

している。また、危機の４分類の具体的な特性及び基本的な対応・対策等は、以下の表に

要約される。 
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【危機４分類の具体的な特性と基本的な対応】 

出所：基本指針 

なお、本報告書では、主にカテゴリー１及びカテゴリー２に分類される自然災害への予

防、対策等を対象に監査を行っている。

オ 危機レベルと組織体制

市は、危機の予兆を察知したときや現に危機が発生した場合、迅速で的確な対応を行

うため、実効性のある危機管理体制を構築しなければならない。また、危機が発生した場
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合等は、速やかに実態を把握して危機レベルを決定し、必要な職員を動員して迅速に対

応する必要がある。 

このため、以下の表のとおり、危機レベル及び危機レベルを決定するための基準を定

め、迅速な危機管理のための体制を整備している。 

市では、危機レベルを「黄（イエロー）」、「橙（オレンジ）」及び「赤（レッド）」の３段階に分

類している。また、危機レベルが「橙（オレンジ）」の場合は危機警戒本部を、「赤（レッド）」

の場合は危機対策本部を設置する。 

【危機レベル及び組織体制】 

危機レベル 基準 組織体制 決定者 会議 

黄 

（イエロー） 

危機発生のおそれがあり、

警戒が必要なとき 

注意体制 副市長 危機連絡

会議 

橙 

（オレンジ） 

危機発生のおそれがあり、

厳重な警戒や事前対策が必

要なとき 

危機警戒本部 副市長 危機連絡

会議 

赤 

（レッド） 

危機が発生したとき、又は危

機が生じるおそれが切迫し

たとき 

危機対策本部 市長 危機対策

会議 

出所：基本指針を基に監査人作成 
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危機レベルが「橙（オレンジ）」及び「赤（レッド）」の場合に設置する危機警戒本部及

び危機対策本部の構成は以下の表のとおりである。 

【危機対策（警戒）本部の構成】 

出所：基本指針 
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市における危機警戒本部及び危機対策本部の組織及び運営の概要は以下の図のと

おりである。 

【危機対策（警戒）本部の組織及び運営の概要】 

出所：基本指針 
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カ 危機管理における責任体制

市では、市長が危機管理者として、危機管理の最高責任者となる。また、危機管理監は、

平常時から危機管理に関する計画的かつ総合的施策を推進し、副危機管理監（危機管

理室長）は平素から危機管理に関する企画・調査研究、個別計画の策定を推進する。各

局・区危機管理責任者（各局長・室長・区長）についても、平時から危機管理に対する事

前の準備を行い、危機が発生した場合等には迅速かつ的確に組織的な対応を行う。 

【危機管理における責任体制】 

出所：基本指針 

地域防災計画

ア 地域防災計画の位置付けと目的

市は地域防災計画を以下の目的で作成している。 

第 1 章 総則 

第１節 計画の目的 

北九州市地域防災計画は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するた

め、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第 42条の規定に基づき、北九州市

防災会議が本市の地域にかかわる災害の対策について、災害の予防、災害応急対

策及び災害復旧・復興についての事項を定め、防災活動を総合的、かつ効果的に

実施することにより、防災の万全を期するとともに、社会秩序の維持及び公共福祉の

確保に資することを目的とする。 

出所：地域防災計画（災害対策編） 

市が、地域防災計画の作成根拠としている法律は以下のとおりである。以下の法律に

基づき、市は毎年地域防災計画の修正を行っている。 
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（市町村地域防災計画）  

第 42 条   市町村防災会議は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市

町村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があ

ると認めるときは、これを修正しなければならない。 

出所：災害対策基本法 

イ 北九州市防災会議

北九州市防災会議（以下、「防災会議」という。）は市長を会長とし、災害対策基本法第

16 条の規定に基づき設置される。防災会議は、地域防災計画の作成・修正、及びその実

施を推進することを主な目的としている。防災会議の事務分掌は以下のとおりである。 

第１章 総則 

（中略） 

第２節 北九州市防災会議 

（中略） 

第３ 所掌事務 

１ 北九州市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

２ 市長の諮問に応じ、市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

３ 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

４ 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令により権限に属する

事務

出所：地域防災計画（災害対策編） 

ウ 地域防災計画の基本的な考え方

想定を超える災害に対する「減災」対策の推進

防災施設の整備や施設の耐震化など、科学的根拠に基づいた災害規模に対するハ

ード面での対策は一定の効果を発揮してきたが、東日本大震災のように想定を超える

災害は完全に防ぐことができず、市民の生命、身体及び生活環境、さらには災害後の

復旧・復興対策などにも大きな影響をもたらすことになる。 

このため、想定を超える災害により、防ぎきれない事態が起こり得ることを前提に、被

害をいかに小さくするかということを主眼として、ハード対策とともに、的確な情報伝達や

速やかで確実な避難行動、自主防災組織による助け合いなどのソフト対策を重層的に

組み合わせた「減災」対策を推進している。 

多様な主体が協同を図りながら防災対策に取り組む地域社会の構築

風水害や地震などの自然災害に実際に直面しているのは、住民や地域団体、企業、

行政などの地域社会全体である。このため、上記のような多様な主体が状況に応じて柔
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軟に連携しながら、総合的な防災対策に取り組んでいく地域社会を構築していくことが

重要である。そこで、地域防災計画では、以下のような取り組みを定めている。 

第１章 総則 

（中略） 

第３節 計画の基本的な考え方  

（中略） 

第２ 多様な主体が協同を図りながら防災対策に取り組む地域社会の構築 

（中略） 

１ 自助意識の醸成 

“自らの命は自らが守る”という住民の「自助」意識を育み、日常からの備え

や防災訓練への参加、避難場所の確認など、住民の主体的な防災対策を促

進する。 

２ 共助の風土づくり 

住民一人ひとりが置かれている状況は様々であり、あらゆる災害に対し、単

独で対処することは困難である。そのため、日頃から隣近所の付き合いを大

切にした地域づくりを進め、自主防災組織の強化や、高齢者などの支援とい

った、地域住民が助け合う「共助」による防災対策を促進する。 

３ 公助の推進 

北九州市の各部局をはじめとする防災関係行政機関が協力しながら、地

域や企業等との連携の工夫や、災害想定に基づいた効果的な防災施設の

整備、避難計画の策定・周知など、実効性のある｢公助｣の取り組みを推進す

る。

出所：地域防災計画（災害対策編） 

住民一人ひとりの状況に配慮した防災対策の推進

性別や年齢、国籍、心身の状態などが異なる多様な住民が、安全・安心を享受しな

がら活動できるまちづくりを進めるには、住民一人ひとりの状況に配慮した防災対策に

取り組むことが必要である。このため、災害時に特別な支援を要する住民については、

それぞれの状況が異なることを認識し、行政と地域が協働しながら、避難計画、避難生

活などに関して、特段の配慮をした対策を推進する。 

また、防災対策の推進に当たっては、安全・安心な避難所生活の確保をはじめ、男

女のニーズの違い等、男女それぞれに配慮した取り組みが必要である。 

エ 地域防災計画の性格等

地域防災計画の性格は以下のように定められている。 

第１章 総則 
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（中略） 

第４節 計画の性格等 

第１ 計画の性格 

１ この計画は、風水害及び地震等の災害に対処するための基本的な計画を定

めるものであり、北九州市地域防災計画の「災害対策編」として位置づける。 

２ 北九州市の各局・区・室等及び指定地方行政機関等は、この計画に定める

諸活動を行うにあたって具体的な行動計画等を定め、その推進に努めるもの

とする。

出所：地域防災計画（災害対策編） 

また、市の地域防災計画は主に、以下のように構成される。 

第１章 総則 

（中略） 

第４節 計画の性格等 

（中略） 

第２ 計画事項 

（中略） 

１ 総則 

市及び市の区域内の公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者が災害

に対して処理すべき基本的な事務又は業務の大綱及び想定される災害 

２ 災害予防計画 

災害の発生を未然に防止し、又は被害を最小限に防止するための措置につ

いての計画 

３ 災害応急対策計画 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、災害の発生を防御し、又

は災害の拡大を防止するための措置並びに被災者に対する応急的救助の措

置についての計画 

４ 災害復旧・復興計画 

災害復旧・復興の実施にあたっての基本的方針 

出所：地域防災計画（災害対策編） 

オ 北九州市の処理すべき事務又は業務

市が防災に関して処理する業務は、概ね以下のとおりである。 

第１章 総則 

（中略） 

第５節 防災責任者の処理すべき事務又は業務の大綱 
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第１ 北九州市 

１ 北九州市防災会議に関する事務 

２ 災害対策組織の整備並びに防災のための調査研究、教育及び訓練 

３ 防災に携わる人材の育成 

４ 過去の災害対応経験及び他都市への支援経験の継承 

５ 防災施設の新設、改良及び復旧 

６ 防災に必要な物資及び資材の備蓄並びに整備 

７ 水防、消防その他の応急措置 

８ 予報、警報の発令及び伝達 

９ 情報の収集、伝達及び被害調査 

10 被災者に対する救護措置 

11 災害時における保健衛生、文教及び交通の対策 

12 本市区域内にある公共的団体及び地域住民組織の防災活動の育成指導 

13 その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置

出所：地域防災計画（災害対策編） 

防災組織の概要

災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に、市長は災害対策基本法第 23 条の２の

規定に基づき、北九州市災害対策本部（以下、「災害対策本部」という。）を設置し、災害予

防及び災害応急対策を実施する。 

災害対策本部の構成及び、本報告書で監査対象としている危機管理室、消防局、建築

都市局、産業経済局、上下水道局の事務分担は以下のとおりである。 
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【北九州市災害対策本部の構成】 

出所：地域防災計画（災害対策編） 
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【総括部の事務分担表】 

出所：地域防災計画（付属資料編） 



30 

【消防部の事務分担表】 

出所：地域防災計画（付属資料編） 
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【建築都市部の事務分担表】 

出所：地域防災計画（付属資料編） 
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【産業経済部の事務分担表】 
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出所：地域防災計画（付属資料編） 
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【上下水道部の事務分担表】 
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出所：地域防災計画（付属資料編） 


